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ふじみ緑地の有効活用にかかる整備事業 

事業者募集要項（公募型プロポーザル方式） 

 

一般事項 

事業名称 ふじみ緑地の有効活用にかかる整備事業 

事業主体 藤井寺市 

事務局 藤井寺市政策企画部政策推進室ＦＭ推進課 

郵 便 番 号 583-8583 

住    所 大阪府藤井寺市岡一丁目１番１号 

電    話 072-939-1305（直通） 

電子メール shisan@city.fujiidera.lg.jp 

募集方法 公募型プロポーザル方式 

 

 

公募の目的 

ふじみ緑地は平成 25 年 4 月に開設した面積約 0.6ha の市営緑地で、大阪府営

住宅の跡地に健全なレクリエーションの場及び緑豊かな憩いの場を市民に提供

するため、整備を行いました。付近には世界文化遺産「百舌鳥・古市古墳群」の

構成資産の一つである津堂城山古墳が存在し、桜や菜の花、コスモスなどの季節

に応じた花が楽しめるほか、市関連のイベントも開催され、本市の中でも多くの

来訪者が訪れるスポットの一つとなっております。 

ふじみ緑地の隣接には保育園が整備され、緑地内には遊具の設置や来訪者用

の駐車場が整備されていますが、付近に来訪者が休憩できる施設がないことか

ら、本緑地を活用し、本市来訪者やふじみ緑地利用者等の利便性を向上させる飲

食店や売店等の事業者を公募することで、地域の賑わい創出につなげていくこ

とを考えています。 

本公募は本市への来訪者やふじみ緑地利用者が快適にくつろげるような空間

となり得る施設を整備していただける民間事業者を選定するために実施するも

のです。 
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第１ 事業内容に関する事項 

１．事業名称 

ふじみ緑地の有効活用にかかる整備事業 

 

２．事業用地の概要 

所在地 藤井寺市小山藤美町880番40の一部 

面積 約３，０００㎡（うち５００㎡程度は市活用予定地として事業用地

から除くものとします。） 

地目 宅地 

法規制 ・第1種中高層住居専用地域（建ぺい率60％容積率200％） 

・第2種高度地区 

・準防火地域 

・古市古墳群周辺景観地区（古墳群周辺住居系地区） 

・埋蔵文化財包蔵地 

備考 物件に関する情報は応募者で確認してください。 

 

（事業用地の位置図） 

 

 

津堂城山古墳 

ふじみ緑地 

民間保育園 

事業用地 

府道 2 号線 

市活用予定地 

共用通路として 

活用を想定 
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供給処理施設の状況 

供
給
処
理
施
設
の
状
況 

区  分 配管等の状況 

公営水道 
本管 引込管 周辺道路に配管有 

引込管未接続 有・無 有・無 

公共下水道 
本管 引込管 周辺道路に配管有 

引込管未接続 有・無 有・無 

雨水排水管 
本管 引込管 東側道路に雨水放流先有 

引込管未接続 有・無 有・無 

電気 
本管 引込管 

周辺道路に電線あり 
有・無 有・無 

都市ガス 
本管 引込管 

周辺道路に本管あり 
有・無 有・無 

 

（備 考）施設整備にあたり、供給処理施設への接続に要する費用も事業者にて

負担いただくことになりますので、詳細な情報は応募者でご確認くだ

さい。 

 

３．整備する施設の内容及び条件 

（１）整備施設の内容 

 事業者は藤井寺市（以下「市」という。）から事業用地を借り受け、本市来

訪者やふじみ緑地利用者の利便性を向上させる飲食店や売店等の飲食機能と

駐車場を備えた施設を整備し、管理運営するものとします。 

なお、施設の整備にあたって、次に示す設備に関しては事業者の負担により

改変可能とします。 

① 事業用地内の舗装・車止め・駐車区画割・植栽・防草シート 

② 既に敷設されている排水路（ただし、排水機能は維持すること。） 

 

（２）地域の特性等の理解と整備の方向性 

ふじみ緑地のこれまでの経過や地域の特性を踏まえ、整備する施設及び用地

については、周辺への影響を考慮した、地域一帯に賑わいをもたらす整備を行

うものとします。 

 

（３）禁止する用途 

次の全ての事項を遵守しなければなりません。 

①風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122
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号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特

殊営業その他これらに類する営業の用途に供しないこと。 

②藤井寺市暴力団排除条例（平成 25 年藤井寺市条例第 28 号）第２条第１号に

規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する

密接関係者がその活動のために利用するなど公序良俗に反する用途に供し

ないこと。 

③危険性の心配が予想される用途に供しないこと。 

④土壌の汚染等により原状回復が困難となるような用途及び人の健康に係る

被害が発生するような用途に供しないこと。 

⑤都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）、建築基準法（昭和 25 年法律第 201

号）及び関係法令、藤井寺市開発指導要綱等（以下「関係法令等」という。）

に違反する用途に供しないこと。 

⑥政治的又は宗教的活動の用途に供しないこと。 

⑦薬物の製造等をする場所としての用途に供しないこと。大阪府薬物の濫用 

の防止に関する条例（平成 24 年大阪府条例第 123 号）第２条第１号から第

６号に掲げる薬物又は第９条第４項に規定する知事指定薬物の製造、栽培、

販売、授与又は販売若しくは授与の目的での所持（法令又は条例の規定によ

り行うことができる行為を除く。）をする用途に供しないこと。 

⑧悪臭・騒音・振動・有毒ガスの発生・大型車両の通行増大など近隣環境を損

なう可能性のある用途に供しないこと。 

⑨その他、市有地の貸付として市が適さないと判断した用途に供しないこと。 

 

（４）地中構造物 

① 旧建物基礎躯体 

旧建物の基礎等が残置されている可能性があります。別紙の既存基礎構造物

図面を参照ください。なお、旧建物基礎等の撤去は、施工は事業者が行うもの

とし、市が費用負担することを想定しています。施工内容及び費用負担につい

ては、別途市と事業者で協議をするものとします。 

② その他 

①以外の地中構造物については未確認ですが、事業者での対応を求めます。 

 

（５）整備・管理運営条件 

施設の整備・管理運営にあたり、次の①から⑥に示す条件を全て満たすこと

とします。 

① 全体計画に関する条件 

ア 施設の整備・管理運営事業の全体について、関係法令に基づいた計画と
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すること。 

イ 高齢者や障害者等の利用に配慮した計画（ユニバーサルデザイン）とす

ること。 

ウ 事業用地内に市が今後活用する用地を確保すること。 

② 営業時間に関する条件 

ア 深夜時間帯（午後１１時以降から翌朝午前７時未満まで）については、

周辺地域の住環境への配慮から実施しないこと。 

③ 管理運営に関する条件 

ア 事業用地内の樹木等の維持管理及び清掃は事業者の責任で行うこと。 

イ 運営において、地域活性化、地域雇用、防犯等の地域貢献について具体

的配慮を行うこと。 

④ サイン計画に関する条件 

ア 施設の名称を示す看板を敷地外部の道路に面して設置する場合、サイン

図を市に提出しその承諾を得ること。 

⑤ 安全性の確保及び警備に関する条件 

ア 人や車等の動線や安全性に十分配慮すること。 

イ 夜間等における不法侵入防止のために、事業用地及び施設の保安・管理

に留意すること。 

ウ 必要に応じて夜間照明など適切な防犯設備を整えること。 

⑥ その他の条件 

ア 事業用地を対象に施設の整備に必要な許認可等の手続きを行うこと。 

イ 施設の設計段階で市と協議をして承認を得ること。 

ウ 市が主催又は後援する地域活性化イベントの開催に積極的に協力する 

こと。 

エ 照明など周辺環境に与える影響に十分配慮した計画とすること。 

 

（６）施工時の近隣への配慮 

工事にあたっては関係法令等を遵守し、近隣への騒音・振動・塵埃等の影響

を最小限にとどめるよう対策を講じること。事業用地は、緑地及び保育園が隣

接するため、利用者の安全性に十分配慮するとともに、運営等に支障をきたさ

ないよう、万全を期すこと。 

工事時間については、周辺住民の生活に配慮した時間帯とすること。 

 

（７）借地権の譲渡等 

賃借人は、原則として、本件土地に係る借地権を譲渡し、転貸し、又は担保

に供することはできません。 
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（８）建物の賃貸借 

賃借人は、あらかじめ、市の承諾を得た場合を除き、原則として、本件土地

上の建物を第三者に賃貸することはできません。 

 

（９）解約の禁止 

原則として借地期間満了前の解約は禁止します。 

 

（１０）契約の解除 

賃借人が、本募集要項、基本協定、事業用定期借地権設定契約覚書及び公正

証書に違反した場合など、市は契約を解除できるものとします。この場合、市

は保証金を返還しないものとし、かつ、解除事由により、賃借人は違約金の支

払い義務を負うこととします。 

 

（１１）原状回復措置 

貸付期間の満了または契約解除等により契約を終了するときは、期間終了ま

でに、賃借人の責任において、原状回復措置を実施するものとします。 

 

４．事業方式 

（１）事業手法 

①契約形態 

市は借地借家法（平成 3 年法律第 90 号）第２３条第２項に基づく事業用定

期借地権により、事業用地を事業者に貸し付けます。 

②権利 

借地権利は賃借権とします。 

③貸付期間 

貸付期間は２０年以上３０年未満の期間内とし、事業者からの提案後、市と

協議の上、設定するものとします。 

なお、貸付期間には、建物の建設工事及び解体撤去工事期間を含みます。 

④提案貸付料 

提案貸付料についての設定はありませんが、不動産鑑定評価額を基準に提案

を行うものとします。 

（参考：当該用地の不動産鑑定評価額は、１㎡あたり月額２０５円です。） 

※提案貸付料が著しく低い場合は、基本協定を締結しない場合があります。 

⑤契約の更新 

契約の更新（更新の請求及び土地の使用の継続によるものを含む。）及び増
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改築または建物滅失後の再築による存続期間の延長がなく、また、賃借人は、

借地借家法第１３条の規定による建物の買取り請求をすることができないも

のとします。 

 

（２）事業者の業務範囲 

事業者が実施する業務の範囲は次のとおりとします。 

① 施設の整備・管理運営業務 

ア 施設の整備にかかる設計、建設及び工事監理業務を行うこと。 

イ 設計及び建設にあたって必要となる各種調査、関係機関との協議、近隣

住民への説明、各種認定申請手続き等の関連業務を行うこと。 

ウ 施設の管理運営業務を行うこと。 

② 事業用地の維持管理及び返還 

ア 事業用地全体の維持管理を行うこと。 

イ 施設の管理運営期間終了時に、事業者は事業用地及び改変部分を原状回

復し、市に返還すること。また、建設工事等により境界標を毀損した場

合はこれを原状回復すること。ただし、市が原状に回復することが適当

でないと認めたときは、この限りではない。 

 

５．事業スケジュールについて 

本事業については、契約締結後は速やかに整備に着手し、早期開設をめざすよ

うにしてください。 
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第２ 事業者の募集及び選定に関する事項 

１．事業者選定の方法 

事業者選定の方法は、民間事業者の有する能力及びノウハウを総合的に評価

して選定するため、公募型プロポーザル方式によるものとし、最も優れた提案

を行った応募者を優先交渉権者（事業予定者）として選定します。 

 

２．選定の手順及びスケジュール（概要） 

日程 内容 

令
和
７
年 

4 月 18 日～5月 9日 （１）募集要項等の配布 

4 月 18 日～5月 9日 （２）参加申込書及び参加資格確認書類提出

期間 

5 月 2 日～5月 9日 （３）募集要項等に関する質問期間 

5 月 14 日 （４）質問に対する回答 

5 月 27 日～5月 28 日 （５）事業提案書の受付期間 

6 月 3 日（予定） （６）プレゼンテーション及び審査 

6 月 6 日（予定） （７）選定結果を優先交渉権者等へ通知 

6 月下旬（予定） （８）基本協定締結 

 

３．応募手続き等 

（１）募集要項等の公表 

募集要項等は、次のとおり市の公式ホームページで公表します。 

○公表開始 令和 7年 4月 18 日（金）午前９時から 

〇ホームページアドレス 

https://www.city.fujiidera.lg.jp/soshiki/seisakukikaku/fm/FM/19767.h

tml 

 

（２）参加申込書及び参加資格確認書類の受付 

応募者は、「参加申込書」（様式１－１）、「参加資格に関する書類について」

（様式１－２）、その他参加資格審査に必要となる提出書類、「暴力団排除に係

る誓約書」（様式１－３）を提出し、審査を受けなければなりません。なお、

提出する書類の詳細は「提出書類一覧」を参照してください。 

○受付期間 令和 7年 4月 18 日（金）から同年 5月 9日（金）まで 

〇受付時間 午前１０時から午後５時まで 

○提出方法 藤井寺市役所６階政策企画部政策推進室ＦＭ推進課まで持参する

こと。郵送による提出は受け付けません。 

○「参加申込書」提出後の辞退は、令和 7 年 5 月 21 日（水）までに「参加辞
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退届」（様式４－１）を提出すること。提出資料は返却しません。 

 

（３）現地見学 

全体での実施、現地での個別説明は予定していません。必要に応じて各自で

現地見学を実施していただきますようお願いします。 

なお、事業用地は有料駐車場部分と防草シートで養生された余剰地部分とな

ります。利用者の妨げとならない範囲で自由に見学していただくことができま

す。 

 

（４）募集要項等に関する参加申込者からの質問等受付 

募集要項等に記載された内容に関する参加申込者からの質問等は次の要領

で受け付けます。 

○提出方法 公募内容の確認に関する提出書類「質問書」（様式２－１）にて必

要事項を記入し、電子メールに添付の上、下記の提出先に送信すること。な

おメールタイトルは「募集要項等に関する質問（事業者名）」と明記するこ

と。 

○受付期間 令和 7年 5月 2日（金）から同年 5月 9日（金）午後 5時まで 

○提出先 藤井寺市政策企画部政策推進室ＦＭ推進課 

（提出先メールアドレス：shisan@city.fujiidera.lg.jp） 

その他による質問の提出は無効とします。 

※参加申込書及び参加資格確認書類の受付に関する質問については、随時、

事務局までお問い合わせください。 

 

（５）募集要項等に関する質問に対する回答 

受け付けた質問及び質問に対する回答は全応募事業者に電子メールにて回

答を送信します。 

○質問等回答日 令和 7年 5月 14 日（水） 

○留意事項 ア 受け付けた質問に対する回答は個別に行わない。 

イ 質問を行った企業名は公表しない。 

ウ 意見の表明と解される質問及び本業務に関係ない事項等の 

質問に関しては回答しない。 

 

（６）参加資格確認結果の通知 

市は参加資格確認書類の受領後、参加資格の確認を行い、その結果は次の時

期を目途に応募者ごとに「参加資格確認結果通知書」として電子メールにて通

知します。なお、当該資格がないと認めたものに対しては、その理由を付して
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通知します。 

○通知時期 令和 7年 5月 14 日（水）までの間に随時発送予定 

○参加資格確認の取消し 市長は参加資格があると認めたものが「４．参加資

格に関する事項」に定める参加資格を喪失したときは、上記の通知を取消し、

改めてその旨を通知するものとする。 

 

（７）事業提案書の受付 

応募者は、次のとおり、別添の提出書類一覧を確認の上、事業提案書を提出

するものとします。 

○受付日時 令和 7年 5月 27 日（火）から同年 5月 28 日（水）まで 

○受付時間 午前１０時から午後５時まで 

○提出方法  

① 藤井寺市役所６階政策企画部政策推進室ＦＭ推進課まで持参すること。

郵送による提出は受け付けない。 

② 提出部数 9部（正 1部、副 8部）とする。 

③ 縦使用、横書き、両面印刷、左綴じとし、頁数をつけ、A4 判フラットフ

ァイルに綴じること。 

④ 正本 1 部は、フラットファイルの表紙及び背表紙に「ふじみ緑地の有効

活用にかかる整備事業 提案書類」と事業者名を記載し、提出書類一覧に

記載の「事業提案書に関する提出書類」及び必要な添付書類を綴じること。 

⑤ 副本 8 部は、フラットファイルの表紙及び背表紙に「ふじみ緑地の有効

活用にかかる整備事業 提案書類」とのみ記載し、提出書類一覧に記載の

「事業提案書に関する提出書類」及び必要な添付書類を綴じること。 

※副本として提出する提案書及び添付資料には会社名、住所、氏名、ロゴマ

ーク等、提案者を特定できる表示は一切行わないこと。 

○提出書類 詳細は「提出書類一覧」を参照のこと。 

 

４．参加資格に関する事項 

（１）応募者の定義 

応募者は市の求める条件を満たした施設を整備し管理運営することができ

る企画力、資力、社会的信用度、技術能力、施設運営能力及び実績を有する法

人とする。 

 

（２）応募者の参加資格要件 

応募者は、次のいずれにも該当しない者とします。 

①地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第１６７条の４の規定に該当す
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る者 

②本募集要項に基づく公募型プロポーザル参加表明書提出締切日から優先交

渉権者決定日までの間に、藤井寺市から入札参加停止措置を受けている者 

③暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）

第２条第６号に規定する暴力団員又は藤井寺市暴力団排除条例施行規則（平

成 25 年藤井寺市規則第 49 号）第３条各号に規定する暴力団密接関係者 

④会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申立てを

なされている者。ただし同法に基づく更生計画認可の決定を受けている場合

を除く。 

⑤民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開始の申立てを

なされている者。ただし、同法に基づく再生計画認可の決定を受けている者

を除く。 

⑥会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17 年法律第 87

号）第６４条による改正前の商法（明治 32 年法律第 48 号）第３８１条第１

項の規定による会社整理の開始の申立て又は同条第２項の規定による通告

がなされている者 

⑦募集要項の公表日において、法人税、所得税、消費税及び地方消費税並びに

市が課税する市税の滞納があること。 

⑧募集要項の公開日から起算して過去１年以上営業を行っていると認められ

ない者。ただし、会社法人の合併及び分社等により新しい法人に移行し、当

該法人が１年以上の実績がない場合は、以降前の法人から業務を１年以上継

続している旨を確認できる場合は参加資格を有するものとする。 

 

（３）応募者の失格要件 

次のいずれかの要件に該当する場合は、その参加者は失格とする。 

①ふじみ緑地有効活用に関する整備事業受託候補者庁内選定委員会関係者に

直接、間接を問わずプロポーザルに関して不正な接触又は要求をした場合 

②審査の公平性に影響を与える行為があったと認められる場合 

③募集要項等の規定に違反すると市が認める場合 

④指定する様式（以下「様式」という。）によらない場合 

⑤必要に応じ市の指示により書類等の提出を依頼した場合で提出しない場合 

⑥様式及び記載上の留意事項に示す条件に適合しない場合 

⑦記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 

⑧記載すべき事項以外の内容が記載されている場合 

⑨虚偽の記載があると認められる場合 
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５．選定及び審査に関する事項 

（１）選定 

市は、優先交渉権者の決定にあたり、事業提案書及びプレゼンテーションの

審査を行い、優先提案順位を決定します。また、市は、優先交渉権者及び次点

交渉権者（以下「優先交渉権者等」という。）を決定し、電子メールにて通知

します。 

○通知時期 令和 7年 6月 6日（予定） 

 

（２）審査の内容 

優先交渉権者等の決定にあたっては、事業提案書に記載された提案内容によ

る「定性的事項」と事業用地の提案貸付料による「定量的事項」について総合

的な評価を行います。 

優先交渉権者等の決定方法の具体的内容は、事業者選定基準を参照してくだ

さい。 

 

（３）プレゼンテーション 

①プレゼンテーションの実施時期 令和 7年 6月 3日（予定） 

②プレゼンテーション実施要領の通知 

実施時間、実施場所等の詳細については、電子メールにて応募者に通知しま

す。 

③出席者 

実施場所に入場は３名以内とします。 

④プレゼンテーションの内容 

説明時間２５分、質疑応答約１５分、合計約４０分とし、機器等の設営及び

撤去は各１０分以内とします。また、プレゼンテーションで使用する資料は提

出のあった事業提案書及び他の資料（動画も含む）も可とします。プロジェク

ター等使用する場合の機器類（スクリーン含む）は全て応募者が用意するもの

とします。 

 

（４）優先交渉権者等の公表 

市が優先交渉権者等を決定した場合は、全ての応募者に対して当該応募者の

審査結果についてメールで通知するとともに、優先交渉権者等を決定した旨を

市のホームページにより公表します。 

 

（５）評価結果の公表 

市は優先交渉権者等の決定後に、審査の結果を記載した評価結果を市のホー
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ムページにより公表します。 

 

（６）提案書等の取扱い 

①著作権 

事業提案書の著作権は応募者に帰属します。ただし、市は本事業に関する報

告等のために必要とする場合には、事業提案書の内容を無償で使用できるもの

とします。 

②特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権及び商標権等、日本国の法

令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている工業材料、施工方法

及び維持管理方法等を使用することにより生じる責任は、原則として応募者が

負うこととします。 

③応募に伴う費用負担 

応募者の応募に係る費用については、全て応募者の負担とします。 

④応募書類の返却 

事業提案書その他応募者から提出された書類は返却しません。 
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第３ 契約の考え方 

１．契約の形態 

市は、優先交渉権者等との間で、基本協定を締結します。その後、市は当該基

本協定に基づき、優先交渉権者等と事業用定期借地権設定契約覚書を締結しま

す。 

 

２．契約手続き 

（１）基本協定 

①協定の目的 

市は、提案内容の適正かつ円滑な実現を図るため、市及び優先交渉権者等の

双方の協議事項、権利義務等について基本的事項を定めることを目的に、優先

交渉権者等の決定後速やかに、募集要項と合わせて公表する基本協定書（案）

をもとに優先交渉権者等と基本協定を締結するものとします。 

②次点交渉権者との契約交渉 

基本協定を締結できない場合、次点交渉権者と契約交渉を行います。 

③基本協定の解除 

事業者が基本協定の各条項に違反する事実があり、市の催告にもかかわらず、

これを是正しないときは、市は基本協定を解除することができるものとします。 

この場合、事業者は市に対して、事業用地の年間貸付料の 100 分の 25 に相

当する金額を違約金として支払うとともに、別途市が被った損害を賠償しなけ

ればならないものとします。 

 

（２）事業用定期借地権設定契約覚書 

①契約の締結 

優先交渉権者等は、基本協定等に基づき、市と協議のうえ、選定後２か月を

目途に事業用定期借地権設定契約覚書を締結しなければなりません。事業用定

期借地権設定契約覚書の締結をもって、優先交渉権者等を事業者とします。 

※原則として、事業用定期借地権設定契約覚書を変更することはできません。 

②契約の確定 

事業者は、事業用定期借地権設定契約覚書締結後１か月を目途に、事業用定

期借地権設定契約覚書に基づく公正証書を作成しなければなりません。（公正

証書に記名・押印したときに契約が確定します。） 

③土地の引き渡し 

本件土地は、公正証書に定められた始期に、事業者に対して現状有姿により

引き渡しがあったものとします。 

④瑕疵担保等について 
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契約締結後、本件土地に数量の不足又は隠れた瑕疵のあることを発見しても、

事業者は賃料の減免もしくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることがで

きません。 

 

（３）保証金 

①金額 

保証金は、原則月額貸付料の１２か月相当分とします。 

②納付 

保証金は、契約締結時に、市が指定する方法により納付していただきます。 

③返還 

保証金は、事業用定期借地権設定契約が終了し、事業者が本件土地の原状回

復義務の履行及び建物の滅失登記を完了した後に、事業者からの請求により、

利息を付さずに返還します。 

④債務額の控除 

事業用定期借地権設定契約による市に対する事業者の債務があるときは、当

該債務の額を保証金から控除します。 

※当該債務が保証金の額を超えた場合は、市は事業者に対してその超えた金額

を請求します。 

⑤保証金返還請求権の譲渡等の禁止 

事業者は、保証金返還請求権を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならな

いものとします。 

 

３．貸付料 

（１）貸付料の起算日 

貸付料の起算日は、原則として公正証書作成日とします。 

貸付期間が１か月に満たない場合、当該月の貸付料の額は、年額に使用日数

を乗じて得た額を３６５で除して得た額（当該額に１円未満の端数があるとき

は、当該端数を切り捨てた額）とします。本事業については、契約締結後１５

か月以内（以下「事業開始期限」という。）に事業を開始してください。 

なお、事業者の責に帰すべき事由で事業開始期限が過ぎても事業が開始でき

ない場合、事業開始期限が経過した日から事業開始日が属する月までの貸付料

は、提案貸付料の月額の２倍の額（当該額に１円未満の端数があるときは、当

該端数を切り捨てた額）とします。（この場合、日割り計算を行わないものと

します。）また、事業者の責に帰すべき事由で本事業が解約となった場合、損

害賠償金として、提案貸付料の年額を市に支払うものとします。 
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（２）貸付料の支払い方法 

貸付料の支払いは、原則として毎年上半期（４月から９月）及び下半期（１

０月から３月）の２回払いとし、第１回の支払いは、指定する期限までに市の

発行する納入通知書により支払いするものとします。第２回目以降の支払い期

限は、上半期は各年６月末日、下半期は各年１２月末日までに市の発行する納

入通知書により支払いするものとします。 

 

（３）改定 

貸付料は公正証書作成日の３年後を初回とし、３年毎に双方協議のうえ改定

ができるものとします。貸付料の改定は、①②の基準を用いるものとします。 

①改定後の月額貸付料＝従前の月額貸付料×変動率 

②変動率＝貸付料改定日の属する年度における固定資産税路線価÷従前の賃

料決定日の属する年度における固定資産税路線価（小数点以下第３位を四捨

五入） 

注）変動率が次の場合は改定しないものとする。ただし、直近の改定後の変

動割合が通算で、アで定める変動率以上もしくはイで定める変動率以下と

なる場合は、通算の変動割合で改定するものとする。 

ア．変動率が上昇した場合 １０１％未満のとき 

イ．変動率が下落した場合 ９９％を超えるとき 

 

４．費用負担 

申込みに係る一切の費用は申込者の負担とし、契約の締結、貸付に係る準備、

原状回復等に係る一切の費用は事業者の負担とします。契約手続きに関し事業

者側に発生する費用については、事業者の負担とします。なお、公正証書の作成

に要する一切の費用（作成にかかる手数料や印紙税、貸付面積の測量図面作成に

かかる費用等）は事業者の負担とします。 

 

５．測量調査及び地質調査の実施に係る条件 

事業者は、優先交渉権者に選定された段階において、市の承諾を得て、事業用

地の測量調査を実施するものとします。また、契約締結後の手続き等の期間にお

いて、書面により市の承諾を得て、地質調査など敷地の掘削を必要とする事前調

査を実施することができます。なお、地質調査などを実施する場合は、調査報告

書の写しを市に提出することとします。 

 

６．不当介入に関する措置 

（１）事業者は、この契約（基本協定を含む。）の履行にあたり暴力団員又は暴
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力団密接関係者から、暴力団を利することになるような社会通念上不当な

要求又は契約の適正な履行を妨げる行為を受けたときは、直ちに市に報告

するとともに、警察に届け出るものとします。 

 

（２）市は、事業者が市に対し、前項に定める報告をしなかったときは、藤井寺

市暴力団排除条例に基づく公表を行うことができるものとします。 

 

７．事業者の責任 

主要なものは次のとおりとします。なお、市と事業者の詳細な責任分担は、基

本協定及び事業用定期借地権設定契約（以下「基本協定等」という。）によると

ころとします。また、基本協定等に示されていない場合は、双方の協議により定

めるものとします。 

（１）事業者の提案内容に起因する損害については、事業者が全ての責任を負う

こととします。 

 

（２）計画内容及び建設工事に係る近隣への説明は事業者が行うものとし、事業

者がこれらに関する責任を負うこととします。 

 

（３）法令変更及び不可抗力等により設計変更、工期延長、建設費用の増加等の

生じた場合は、事業者が責任を負うこととします。 

 

（４）提案設計に瑕疵があることが判明した場合、事業者が責任を負うこととし

ます。 

 

（５）事業者は、施設の安定的・継続的運営について責任を負うこととします。 

 

８．その他 

契約手続きについては、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）の規定により議

会の議決が必要となる場合があります。（例 地方自治法第２３７条） 

 


